
５年後の⽬標とその達成のための取組内容を記載

農業経営改善計画の作成

市町村へ申請

【認定要件】
・市町村基本構想で定められた⽬標との整合（⽬標所
得を⽬指すものとなっているかどうか）
・農⽤地の効率的かつ総合的な利⽤を図るために適切
なものであるか
・達成⾒込み

各種⽀援（別添）

市町村等
が認定

認定農業者

・ 「効率的かつ安定的な農業経営」が農業⽣産の相当部分を担う農業構造を確⽴するため、平成５年に農
業経営基盤強化促進法において創設。

・ 育成すべき「効率的かつ安定的な農業経営」の⽬標に向けて、農業経営の改善を計画的に進めようとする者
を市町村等が認定し、農⽤地の利⽤集積その他の経営基盤の強化を促進する措置を講ずる制度。

認定農業者制度の概要

形態 平成31年3⽉末
認定計画数 239,043
（うち法⼈） 24,965

○ 認定計画数都道府県・国認定も同様

※農業⽣産施設︓畜舎、温室その他これらに類する
農畜産物の⽣産の⽤に供する施設

○ 経営改善計画の記載内容
・所得と労働時間（年間所得の現状と⽬標、年間労働時間
の現状と⽬標等）
・経営規模（作付⾯積、飼養頭数、農畜産物の加⼯・
販売その他関連・附帯事業の売上げ等の現状と⽬標）
・⽣産⽅式の合理化（例︓機械・施設の導⼊、ほ場連
担化、新技術の導⼊等）
・経営管理の合理化（例︓簿記記帳の会計処理等）
・農業従事の様態の改善（例︓就業規則等の整備等）等

※ 電⼦申請も可能

○ 農業経営を営む区域（農⽤地⼜は※農業⽣
産施設が所在する区域）が市町村⼜は都道
府県の区域を超える場合 それぞれ都道府県・国



資料：農林水産省経営局経営政策課調べ
注：平成22年からは、特定農業法人で認定農業者とみなされている法人を含む。
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認定農業者数の推移

• 認定農業者数は、平成31年３月末現在23万9,043経営体となっている。

• うち法人数は、平成31年３月末現在2万4,965法人となっている。

認定農業者数の推移
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経営所得安定対策 ・ 畑作物の直接支払交付金（ゲタ対策）

・ 米・畑作物の収入減少影響緩和対策
交付金 （ナラシ対策）

支援対象： 認定農業者、集落営農、認定新規
就農者

・ 麦・大豆等のコスト割れの補填

・ 米・麦・大豆等の収入減少に対するセーフティネット

融資 農業経営基盤強化資金
（スーパーＬ資金）

支援対象：認定農業者

・ 経営改善のための長期低利融資（農地、施設・機械など
の取得に必要な資金及び長期運転資金）。
・ 実質化された人・農地プランの中心経営体として位置付

けられた認定農業者等が借り入れるスーパーＬ資金につ
いて、貸付当初５年間の金利負担が軽減。

補助金 強い農業・担い手づくり総合支援交付金
（旧経営体育成支援事業）
支援対象：実質化された人・農地プランの中心経営体、

農地中間管理機構から賃貸借の設定等を
受けた者等

融資を活用して農業用機械等を導入する際、融資残につ
いて国庫補助。

税制 農業経営基盤強化準備金制度

支援対象：青色申告を行う認定農業者及び認定新
規就農者等

経営所得安定対策等の交付金を積み立てた場合、この積
立額を個人は必要経費に、法人は損金に算入。

さらに５年以内にこの積立金を取り崩して、農地や農業用
機械、農業用建物等を取得した場合に圧縮記帳が可能。

農業者年金 農業者年金の保険料支援
（特例付加年金）

支援対象：39才までに加入し、農業所得が900万円
以下の青色申告を行う認定農業者及び
認定新規就農者等

月額２万円の保険料のうち１万円～４千円/月の国庫補助
（最大20年）。

認定農業者等に対する主な支援措置


